
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　 プラズマを生成し、生成されたプラズマによって試料を処理するプラズマ
装置において、

記反応容器内を、試料が載置される反応室と該反応室の周囲に位置する周囲室とに分
割すべく、前記反応容器の内側に設けられた仕切り部材と、
　該仕切り部材に取り付けられたヒータと
　

　

　を備えることを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項２】
　

ことを特徴とする請求項１記載のプラズマ処理装置。
【請求項３】
　

プラズマ処理装置。
【請求項４】
　 ことを特
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反応容器内で

　前

、
反応室内の気体を排気すべく、前記反応容器の前記反応室に表出した側壁部分に開口し

てある排気口と、
前記反応室と前記周囲室とを連通すべく、前記仕切り部材の前記排気口の近傍部分に設

けてある孔と

反応室内へ反応ガスを導入すべく、前記反応容器の前記反応室に表出した側壁部分に開
口してある導入口を備える

前記仕切り部材は、前記反応容器の側壁の下部を前記側壁部分として前記反応室に表出
させる形状にしてあることを特徴とする請求項２記載の

前記プラズマは、前記反応容器内へ導入されるマイクロ波によって生成される



徴とする請求項１乃至３のいずれかに記載のプラズマ処理装置。
【請求項５】
　 てあることを特徴とする請
求項１乃至４のいずれかに記載のプラズマ処理装置。
【請求項６】
　

ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載のプラズマ処理装置。
【請求項７】
　

ことを特徴とする請求項 に記載のプラズマ処理装置
。
【請求項８】
　

【請求項９】
　

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、プラズマを用いてエッチング、アッシング、ＣＶＤ等の処理を行うプラズマ処
理装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
プラズマ処理装置は、ＬＳＩ、ＬＣＤ等の装置の製造において広く用いられており、反応
性ガスをプラズマ化してエッチング、アッシング、ＣＶＤ等の処理を行うものである。中
でもプラズマを用いたドライエッチング技術は、ＬＳＩ、ＬＣＤ等の装置の製造において
不可欠の基本技術となっている。
【０００３】
近年、ＬＳＩに用いられるシリコンウエハ、及びＬＣＤに用いられるガラス基板は大型化
する傾向にあり、これに伴って大面積に均一なプラズマを発生させることが一層求められ
ている。また、ドライエッチング技術、及び薄膜形成における埋め込み技術においては、
プラズマの発生とプラズマ中のイオンのエネルギとを独立して制御することが重要である
。
【０００４】
そこで本出願人は、大面積に均一なプラズマを発生させ、しかもイオンのエネルギを制御
することが可能なプラズマ処理装置を提案している（特開平５－ 144773号公報）。この装
置では、反応容器の天井部がマイクロ波透過性の誘電体板（以下、マイクロ波導入板とい
う）で気密に封止されており、このマイクロ波導入板の上方にマイクロ波が伝搬する誘電
体層が設けられており、さらに試料台に高周波が印加されるようになしてある。
【０００５】
このように構成された装置では、マイクロ波が誘電体層に平面的に伝搬されるため、誘電
体層とマイクロ波導入板の面積を大きくした場合でも、反応容器内の広い面積に均一なプ
ラズマを容易に発生させることができる。また反応容器内の試料台に高周波を印加するこ
とにより、試料台と接地部材（側壁など）との間でプラズマを介して電気回路が形成され
、試料表面にバイアス電圧を発生させることができる。従って、マイクロ波によって発生
したプラズマ中のイオンのエネルギを、このバイアス電圧によって制御することができる
。以上より、プラズマの発生と、プラズマ中のイオンのエネルギとを独立に制御すること
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前記仕切り部材は、取り外し可能に前記反応容器に取り付け

前記仕切り部材及び前記反応容器は、導電性を有しており、互いに電気的に接続されて
いる

前記仕切り部材は、筒状の側壁部と、該側壁部の一端から前記反応室側へ所定長さ延設
された延設部と、前記側壁部の他端から前記反応容器の側壁へ延び前記側壁部と前記反応
容器とを接続する接続部とを有する ６

前記反応容器は一部が封止部材で封止してあり、
　前記仕切り部材の一部は前記封止部材に接していることを特徴とする請求項１乃至７の
いずれかに記載のプラズマ処理装置。

前記仕切り部材は中空になしてあり、この中空部分へ冷却媒体を供給する手段を備える
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれかに記載のプラズマ処理装置。



が可能である。
【０００６】
しかしながらこの装置を使用した場合、プラズマ処理条件によっては、試料台に載置され
た試料の表面に発生したバイアス電圧が不安定になることがあり、イオンのエネルギ制御
が困難な場合がある。例えば酸化膜（ＳｉＯ 2  膜）のエッチング時に再現性良くエッチン
グすることができなかったり、エッチングが進行せずに逆に薄膜が形成されたりする場合
がある。
【０００７】
この対策として、本出願人はイオンのエネルギをさらに安定して制御することが可能な装
置を特開平６－ 104098号公報にて提案している。図４は、このプラズマ処理装置を示す模
式的縦断面図である。この装置では、マイクロ波導入板 14の反応室２側に電気的に接地さ
れた対向電極 21が試料台 15に対向させて設けられている。対向電極 21はアルミニウム (Al)
等の金属板からなり、マイクロ波を反応室２内へ導入するためのマイクロ波供給孔 21a を
有する。
【０００８】
図５は、同装置の反応容器 11の側壁部分であるＢ部の拡大図である。対向電極 21は反応容
器 11の側壁部分を介して電気的に接地されている。また反応容器 11の側壁の上部及び内面
側にヒータ 31、 27が内設されており、対向電極 21及び側壁を所定の温度に加熱するように
なしてある。
【０００９】
この装置では対向電極 21が設けられていることにより、試料台 15に高周波を印加した際の
プラズマポテンシャルが安定化し、試料Ｓの表面に安定したバイアス電圧を生じさせるこ
とができる。その結果、プラズマ中のイオンのエネルギ制御が可能になり、エネルギが適
当であるイオンを試料Ｓの表面に照射することができる。
【００１０】
また、種々のプラズマ処理において、反応容器 11の側壁を所定の温度に保持するよう制御
することは非常に重要な技術である。例えば上述したＳｉＯ 2  膜のエッチングでは、プロ
セスガスとしてフルオロカーボン系（Ｃ x  Ｆ y  ）ガスを用いるが、レジスト（マスク）の
エッチングが抑制されるように、プラズマ中におけるプロセスガスの分解によって生成さ
れた成膜種を試料Ｓのレジスト（マスク）表面に集める必要がある。このため試料台 15を
冷却して試料Ｓを冷却する。一方、反応容器 11の側壁は、パーティクルの原因となる反応
生成物の付着、堆積を抑制するために、  150～ 200 ℃程度に加熱する温度制御が行われる
。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
この側壁の温度制御においては、反応室２に面する反応容器 11の側壁内面、特にマイクロ
波導入板 14に近い部分に反応生成物の堆積を抑えるために、この部分を高温に維持するこ
とが重要である。しかしながら、図４、５に示す装置においては、反応容器 11に内設され
たヒータ 27、 31による熱が反応容器 11の側壁全体に拡散し、側壁外面から放熱されるため
、非常に熱効率が悪く、以下のような問題を有する。即ち、側壁の外面から熱が放出され
て加熱が不十分となることがある、側壁内面を所定の温度に維持するには、反応容器 11の
全体を所定温度まで上昇させる必要があり、消費エネルギが大きい、側壁の外面が高温に
なることは、周辺装置のメンテナンスの点で支障を来し易い、等である。
さらに反応容器 11と、チャンバ台等の他の部材との接触面積が大きく、また反応容器 11及
び上部電極（対向電極 21）の熱容量が大きいことも、消費電力を増大させ、熱制御を困難
にしている。
【００１２】
本発明は、斯かる事情に鑑みてなされたものであり、ヒータを反応容器から熱的に略浮か
せて取り付ける構成とすることにより、反応室側壁の温度制御が低消費電力で効率良く、
容易に行えるプラズマ処理装置を提供することを目的とする。
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【００１３】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、反応容器内でプラズマを生成し、生成されたプラズマによって試料を処理す
るプラズマ装置において、前記反応容器内を、試料が載置される反応室と該反応室の周囲
に位置する周囲室とに分割すべく、前記反応容器の内側に設けられた仕切り部材と、該仕
切り部材に取り付けられたヒータと、反応室内の気体を排気すべく、前記反応容器の前記
反応室に表出した側壁部分に開口してある排気口と、前記反応室と前記周囲室とを連通す
べく、前記仕切り部材の前記排気口の近傍部分に設けてある孔とを備えることを特徴とす
る。
　また、本発明は、反応室内へ反応ガスを導入すべく、前記反応容器の前記反応室に表出
した側壁部分に開口してある導入口を備えることを特徴とする。
　さらに、本発明は、

ことを特徴とする。
　さらにまた、本発明は、前記プラズマは、前記反応容器内へ導入されるマイクロ波によ
って生成されることを特徴とする。
　また、本発明は、前記仕切り部材は、取り外し可能に前記反応容器に取り付けてあるこ
とを特徴とする。
【００１４】
反応室に対向する側壁の熱容量を小さくすることができるので、効率良く、容易に温度制
御を行うことができ、また消費エネルギが低減される。温度制御を容易に行うには周囲室
を真空にすることが望ましい。
【００１５】
　本発明は、前記仕切り部材

　

【００１６】
プラズマ処理時に延設部を接地することにより、試料台に高周波を印加して処理する場合
の上部電極として、延設部が機能するので、上部電極を別途設ける必要がない。また通常
、上部電極は、反応室の側壁同様、所定温度に維持する必要があるが、仕切り部材と連設
されていることにより、仕切り部材と同時的にヒータによって温度制御される。
【００１７】
　本発明は、 前記仕切り部材の一部は前
記封止部材に接していることを特徴とする。
【００１８】
仕切り部材の一部（上部）と封止部材とが接しているので、反応室内で発生したプラズマ
及び反応室内へ供給されるガスの周囲室内への流入を抑えることができる。従って周囲室
内をクリーンに保つことができるとともに、周囲室のプラズマによる損傷を防ぐことがで
きる。
【００１９】
　 発明は 記仕切り部材は中空になしてあり、この中空部分へ冷却媒体を供給する手
段を備えることを特徴とする。
【００２０】
　連続プラズマ処理により過熱した場合は、仕切り部材内へ冷媒を供給し、吸熱すること
により、仕切り部材を所定温度に維持することができる
【００２１】
【発明の実施の形態】
以下、本発明をその実施の形態を示す図面に基づき具体的に説明する。
実施の形態１．
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前記仕切り部材は、前記反応容器の側壁の下部を前記側壁部分とし
て前記反応室に表出させる形状にしてある

及び前記反応容器は、導電性を有しており、互いに電気的に
接続されていることを特徴とする。

また、本発明は、前記仕切り部材は、筒状の側壁部と、該側壁部の一端から前記反応室
側へ所定長さ延設された延設部と、前記側壁部の他端から前記反応容器の側壁へ延び前記
側壁部と前記反応容器とを接続する接続部とを有することを特徴とする。

前記反応容器は一部が封止部材で封止してあり、

本 、前

。



図１は、本発明に係るプラズマ処理装置を示す模式的縦断面図である。図中 11は、アルミ
ニウム又はステンレス鋼等の金属からなる、平面視円形の反応容器であり、天井部はマイ
クロ波導入板 14（封止部材）によって気密に封止されている。マイクロ波導入板 14は、耐
熱性及びマイクロ波透過性に優れ、しかも誘電損失が小さい石英ガラス（ＳｉＯ 2  ）、ア
ルミナ（Ａｌ 2  Ｏ 3  ）等の誘電体で形成されている。反応容器 11の側壁下部には、反応ガ
スの導入口 19及び排気口 20が開口されている。
【００２２】
反応容器 11の上側には、一側面を除いて金属板 37で覆われた表面波電界漏洩室 35を備え、
この一側面には、例えば 2.45ＧＨｚのマイクロ波を発振するマイクロ波発振器 39に接続さ
れたマイクロ波導波管 38が連結されている。表面波電界漏洩室 35の上壁内側にはマイクロ
波導波管 38の途中にわたって、誘電損失が小さい、例えばフッ素樹脂、ポリエチレン、ポ
リスチレン等の材料からなる誘電体線路 36が配設されている。
【００２３】
反応容器 11内は、厚み 10～ 100 mmの、アルミニウム、アルミニウム合金、又はステンレス
鋼等の導電材からなる仕切り 41によって、反応室 12と周囲室 42とに仕切られている。仕切
り 41は、筒状の側壁部 41a と、側壁部 41a の上端から反応室 12側へ略水平に所定長さ延設
された上部電極部（延設部） 41b と、側壁部 41a の下端から反応容器 11の側壁へ延び、こ
れらを接続するための接続部 41c とを有する。側壁部 41a の、周囲室 42側の面にはヒータ
43が取り付けられている。仕切り 41は、上部電極部 41b の上面がマイクロ波導入板 14に接
するように取り付けられている。また周囲室 42を真空にするための排気口 44が、反応容器
11の側壁に設けられている。
【００２４】
反応室 12内には、マイクロ波導入板 14と対向するように試料台 15が配設されており、その
上に試料Ｓを載置するようになしてある。試料台 15は、試料Ｓを固定保持するための静電
チャック等の吸着機構、及び試料Ｓを恒温保持するための恒温保持機構（例えば冷媒を循
環させる機構）を備える。また試料台 15には高周波電源 40が接続されており、例えば  400
ｋＨｚ、２ＭＨｚ、又は  13.56ＭＨｚ等の高周波が印加されるようになしてある。
【００２５】
以上の如く構成されたプラズマ処理装置において、試料Ｓに対してプラズマ処理を施す方
法について説明する。
▲１▼予め、試料Ｓを載置した試料台 15を所定温度に維持し、周囲室 42に残留する気体を
排気口 44から排気し、ヒータ 43にて仕切り 41及び周囲室 42を所定温度に加熱しておく。
▲２▼反応室 12に残留する気体を排気口 20から排気した後、導入口 19から反応室 12へプロ
セスガスを導入する。
【００２６】
▲３▼マイクロ波発振器 39でマイクロ波を発振させ、導波管 38を介して誘電体層 36にマイ
クロ波を導入する。誘電体層 36から表面波電界漏洩室 35へ表面波電界が漏洩され、その電
界がマイクロ波導入板 14を透過して、反応室 12にプラズマを発生させる。
▲４▼プラズマ発生と略同時に、高周波電源 40によって試料台 15に高周波を印加し、試料
Ｓ表面にバイアス電圧を発生させる。このバイアス電圧によってプラズマ中のイオンのエ
ネルギを制御しつつ、試料Ｓの表面にイオンを照射させて、試料Ｓにプラズマ処理を施す
。
【００２７】
本発明装置では、反応室 12の側壁である仕切り 41、及び従来の上部電極 21に相当する上部
電極部 41b の熱容量が、従来装置における対応部分のそれよりも非常に小さいために、昇
温のための消費エネルギが大幅に低減され、昇温に要する時間も短縮される。また周囲室
42が真空であり、仕切り 41と他部材との接触面積が小さいために、熱伝導が抑制され、保
温性に優れ、これにより熱制御が容易に行える。
【００２８】
ヒータ 43から反応容器 11の側壁への主な熱経路は、仕切り 41との小面積の接触部分、及び
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真空の周囲室 42との対向部分であるので、反応容器 11の側壁が従来ほど高温になることが
ない。従って反応容器 11の外面の温度も従来ほど高温にならないので、周辺装置のメンテ
ナンスの点からも好適である。
また、反応室 12と周囲室 42とは、仕切り 41とマイクロ波導入板 14とによって仕切られてお
り連通していないので、反応室 12内で発生したプラズマ及びプロセスガスが周囲室 42内へ
流入しない。また周囲室 42内でのプラズマの異常放電も起こらない。従って反応生成物の
周囲室 42への付着、堆積、及びプラズマによる周囲室 42の損傷を完全に防ぐことができる
。
【００２９】
なお、仕切り 41の接続部 41c の、排気口 20近傍に孔（排気孔）を設け、反応室 12と周囲室
42とを連通させてもよい。この場合は、反応室 12の真空引きの際に同時的に周囲室 42を真
空にすることができ、装置構造が簡略化され、製造コストを抑えることができる。
また反応室 12と周囲室 42の連通部が排気口 20の近傍のみなので、反応室 12内で発生したプ
ラズマ及びプロセスガスは周囲室 42内へほとんど流入しない。従って周囲室 42内での反応
生成物の付着、堆積、周囲室 42のプラズマによる損傷、周囲室 42内での異常放電の発生を
防ぐことができる。
【００３０】
反応室 12に面する側壁（側壁部 41a)、及び上部電極部 41b はプラズマによってダメージを
受け易い。この場合、従来装置では反応容器 11の側壁を修復するなどの処置を要するのに
対し、本発明装置では上記の理由により周囲室 42内は全く、あるいはほとんどダメージを
受けず、ダメージを受けるのは仕切り 41だけであるので、この仕切り 41を交換するのみで
よい。
【００３１】
図１に示す仕切り 41の上部電極部 41b は必ずしも必要ではなく、これを備えない場合は、
接地電極としての機能を側壁部 41a が果たす。上部電極部 41b を備えない場合は、側壁部
41a の上端部をマイクロ波導入板 14に接するように仕切り 41を取り付ける。上部電極部 41
b を備えない構成は、試料台 15に高周波を印加しない、他のプラズマ処理装置に適用する
ことが可能である。
【００３２】
実施の形態２．
図２は、実施の形態２に係るプラズマ処理装置を示す模式的縦断面図であり、図３は、仕
切りの要部を示す分解斜視図である。この仕切りの筒状の側壁部 51a は、２枚の曲板 511 
、 512 を張り合わせた構造をなしており、一方の曲板 511 の一面には、ジグザグ状の流路
を形成するための、多数の凸部 513 が形成されている。仕切り 51は、側壁部 51a の上端に
上部電極部 51b を備え、側壁部 51a の下端に接続部 51c を有する。
【００３３】
曲板 511 の縦長凸部 513 を有する面に、凸部を有さない曲板 512 を張り合わせることによ
って側壁部 51a が構成されている。側壁部 51a 内の流路には、冷媒供給管 52及び冷媒排出
管 53が連通されており、冷媒供給管 52へは、装置外に設置されており、流量調節機能を備
えた冷媒タンク 54から所定流量の冷媒が供給されるようになしてある。
その他の構成は、実施の形態１と同様であり、同符号を付して説明を省略する。
【００３４】
実施の形態２に示す装置では、処理の開始時には、実施の形態１と同様に仕切り 51をヒー
タ 43で加熱することにより、反応室 12の側壁の温度を短時間で所定温度まで昇温し、連続
プラズマ処理により装置が過熱した場合は、側壁部 51a 内の流路へ冷媒（例えばＮ 2  ガス
等）を供給して吸熱し、反応室 12の側壁温度を所定温度に維持する。これにより処理の前
半と後半とにおける処理状況が均一化され、良好な再現性が得られる。
【００３５】
【発明の効果】
以上のように本発明に係るプラズマ処理装置は、反応室の側壁温度を制御するためのヒー
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タを反応容器から熱的に略浮かせて取り付ける構成とすることにより、反応室に対向する
側壁の熱容量を小さくして、反応室側壁の温度制御が低消費電力で効率良く、容易に行え
る等、本発明は優れた効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施の形態１に係るプラズマ処理装置を示す模式的縦断面図である。
【図２】実施の形態２に係るプラズマ処理装置を示す模式的縦断面図である。
【図３】図２に示す仕切りの要部を示す分解斜視図である。
【図４】従来のプラズマ処理装置を示す模式的縦断面図である。
【図５】図４に示すプラズマ処理装置の側壁の拡大断面図である。
【符号の説明】
12　反応室
41、 51　仕切り
41a 、 51a 側壁部
41b 、 51b 上部電極部
42　周囲室
43　ヒータ
52　冷媒供給管
53　冷媒排出管
54　冷媒タンク
Ｓ　試料
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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